




 

 

 

 

 

 当工業会では、我が国の造船業・舶用工業の振興に資するために、ボートレースの交付

金による日本財団の助成金を受けて、「造船関連海外情報収集及び海外業務協力」事業を実

施しております。その一環として、ジェトロ下院系海外事務所を拠点として海外の海事関

係の情報収集を実施し、収集した情報の有効活用を図るため各種報告書を作成しています。 

 本書は、（社）日本舶用工業会と日本貿易振興機構（ジェトロ）が共同で運営しているジ

ェトロ・シンガポール事務所舶用機械部（竹内智仁所員）が実施した「タイ国における内

航タンカー代替建造需要に関する舶用工業市場動向調査」の結果をとりまとめたものです。 

 本書が、関係者の皆様の参考になりましたら幸いです。 

 

 2013年 3月 

社団法人 日本舶用工業会 

 

 

  





 

 
 

 

は じ め に 

 

 

 2011年のタイ経済は、前半は東日本大震災によるサプライチェーンの寸断により生産低

下を余儀なくされ、後半はタイ洪水により工業施設・流通網ともに大きな被害をうけ、現

地日系企業の生産にも多大な影響が生じました。図らずも、日本とタイの経済が如何に相

互に関わっているかを実感させた年でした。 

 災害に見舞われ 2011年にわずか 0.1%だった GDP成長率は、2012年には 6％台に回復

したとのことであり、タイ経済の成長の底堅さを感じさせます。世界各国・地域との FTA

の締結推進、2015 年を目標とする ASEAN 経済統合への動き等を背景に、世界経済にお

ける ASEANの役割はますます大きくなっており、その中でも経済レベル・規模において

中核グループに属するタイの存在感は今後一層拡大し、日本経済にとっても更に重要性を

増すものと見込まれます。 

 

 一方、経済成長の基盤となる国内物流のインフラであるべき内航海運は、未だに老朽化

した日本の中古内航船が数多く使用されており、近代化の遅れが顕著です。タイにおいて

も、今後のエネルギー・産業物資輸送の増大や国民の環境意識の向上を背景にモーダルシ

フトを目指す動きが出ており、低コストで効率よく、安全に輸送できる近代的な内航海運

の確保が喫緊の課題となっています。造船業もリーマンショック以降厳しい経営状況が続

き、生産施設・技術ともに立ち遅れが見られる中、これら海事産業の総合的な振興を図る

取り組みが急務となっています。タイ側から日本の経験と技術による支援に寄せられる期

待は高く、当事務所としても微力ながら協力しているところです。 

  

 本調査では、現在当事務所で協力している内航タンカーの近代化プロジェクトの動向を

中心に、昨今のタイの海事産業と海事産業振興策の動向をとりまとめました。これまでタ

イの海事産業については、自動車産業などと比較して、また、海運国・造船国である欧州

や中国・韓国の海事産業と比較して、我が国の造船・舶用工業との関係は必ずしも強いも

のではありませんでしたが、本調査が、今後の両国の海事産業の関係進展の一助となれば

誠に幸いです。 

 

ジェトロ・シンガポール事務所 舶用機械部 

 竹内 智仁 
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1．社会経済状況 

 

1.1 タイ基本データ 

 

表 1 タイ基本データ 

タ イ Kingdom of ThAilAnd 

人口 6,408万人（2011） 

面積 51万3,115k ㎡ 

1人当たりGDP： 5,394米ドル（2011年） 

民族構成 タイ族約85％、中華系10％。その他モン・クメー系、ラオス系、

インド系、カレン族、ミャオ族、モン族、ヤオ族、ラフ族 

言語 タイ語 

 

タイ国経済指標 

年度 2009 2010 2011 

実質GDP成長率（％） △2.3 7.8 0.1 

消費者物価上昇率（％） △0.9 3.3 3.8 

失業率（％） 1.5 1.0 0.7 

貿易収支（100万米ドル） 32,620 31,759 23,502 

経常収支（100万米ドル） 21,896 13,176 11,870 

外貨準備高（100万米ドル） 135,483 167,530 167,389 

対外債務残高（グロス） 

（100万米ドル，期末値） 

75,306 100,56 105,957 

為替レート（1米ドルにつき， 

バーツ，期中平均） 

34.29 31.69 31.69 

出所：JETRO 

 

1.2 概況 

 ジェトロ-バンコク 2012年タイ経済報告書によれば、2011年のタイの実質 GDP成長率

は前年の 7.8％の高成長から一転し 0.1％とほぼゼロ成長となった。当初、2011年の GDP

成長率は 3.8％と見込まれていた。2011年のタイ経済に大きな影響を及ぼしたのが、二つ

の災害（東日本大震災およびタイ洪水）の発生である。東日本大震災では、サプライチェ

ーンの寸断で自動車メーカーなどが工場稼働率を大幅に下げるといった対応に迫られた。

タイ洪水では、複数の工業団地が冠水する事態となったほか，流通網も寸断され、また、

水田などが冠水し農業でも大きな被害が出た。産業別では，GDP の約 4 割を占めタイ経

済の柱である製造業が 4.3％減となった。特に，第 2四半期が 0.1％減，第 4四半期が 21.6％

減のマイナス成長となった。前者は東日本大震災の影響が，後者は洪水の影響が大きい。

一方、GDP の約 1 割を占める農林水産業は洪水の被害を受けたものの農産品価格の高止

まりなどの恩恵により 4.1％増と堅調に伸びた。 
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表 2 GDP 等主要経済指標の動向（成長率） 

単位：％ 

 

2009 2010 2011

2011 2012

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 

実質 GDP △2.3 7.8 0.1 3.2 2.7 3.7 △8.9 0.3 

民間最終消費支出 △1.1 4.8 1.3 3.3 2.7 2.4 △2.8 2.7 

政府最終消費支出 7.5 6.4 1.1 1.8 1.0 4.9 △4.1 △1.6

国内総固定資本形成 △9.2 9.4 3.3 9.3 4.1 3.3 △3.6 5.2 

財貨・サービスの輸出 △12.5 14.7 9.5 16.0 12.0 17.3 △6.4 △3.2

財貨・サービスの輸入 △21.5 21.5 13.7 16.8 15.1 20.1 3.3 4.5 

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比 

出所：国家経済社会開発庁（NESDB） 

 

 需要項目別では、洪水の影響で第 4 四半期の輸出が 6.4％減、輸入は 3.3％増に止まり、

第 3四半期のそれぞれ 17.3％増、20.1％増から大幅に落ち込んだ。この結果、通年では輸

出が 9.5％増，輸入が 13.7％増に減速し、外需の寄与度はマイナス 0.8ポイントとなった。

また、在庫投資の寄与度もマイナス 0.8 ポイントとなった。民間消費支出は、市民生活に

も甚大な被害をもたらした洪水の影響を受け 2010年の 4.8％増を下回ったものの 1.3％増

とプラスを維持した。国内自動車販売台数は 2010 年に過去最高の 80 万台を記録したが、

2011 年は 79 万 4,000 台とほぼ同量を確保した。各社の新型車投入や政府の景気刺激策，

所得増加などが要因となり底堅い消費を裏付けた。 

 2012年第 1四半期の経済成長率は前年同期比 0.3％増、前期比（季節調整済み）11.0％

増となった。製造業は前年同期比 4.2％減となり前年の水準まで戻っていないが、回復の

兆しがみられる。3月の自動車生産台数は 19万台と 1カ月当たりでは過去最高を記録した。

消費についても洪水後の買い替え需要や政府による景気刺激策などにより購買力が増加し

持ち直している。自動車の国内販売台数は 3 月に 11 万台を突破し、こちらも 1 カ月当た

りでは過去最高を記録した。しかし、欧州経済の低迷によりアパレル関連の輸出が減少す

るなど一部に力強さに欠ける面もある。タイ国家経済社会開発庁（NESDB）は 2 月に発

表した 2012年の経済成長見通しを 5月においても 5.5～6.5％に据え置いた。 

 2011年のタイ経済は災害の影響を受けたものの、リーマン・ショック後の 2009年を除

き、拡大基調にあることに変わりはない。タイ中央銀行は経済が回復局面にあることから

2010年 7月から 1.25％であった政策金利の利上げを繰り返し、2011年末時点で 3.25％ま

で引き上げた。2011年の消費者物価上昇率は総合で 3.8％、コアインフレ率（生鮮食品・

エネルギーを除く）で 2.4％となった。物価は中央銀行がインフレ目標としているコアイ

ンフレ率 0.5～3.0％の範囲内で推移しており、安定している状況であった。しかし、洪水
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後から総菜類などの物価が 10％前後の上昇率で推移していることから、タイ国民からは生

活必需品を中心に物価が上昇しているとの不満が続出し、政府はその対応に追われている。

タイ政府は 4月 1日から法定最低賃金を約 40％引き上げ、その引き換えとして 2012年 1

月 1 日から法人税を 30％から 23％に引き下げている。しかし、タイ投資委員会（BOI）

の法人税免税恩典を付与されている企業にとっては法人税引き下げのメリットがなく、人

件費上昇分の費用のみが増加した結果となった。このため、増加した費用を価格に転嫁す

る動きがみられる。2012年 4月の生産者物価指数は前年同月比 0.8％増、消費者物価指数

は 2.5％増に止まり、価格転嫁の影響は未だみられないものの、今後、賃金上昇による物

価上昇（コストプッシュインフレ）を招くことが懸念される。 

 

1.3 輸出入動向 

 タイ商務省の統計によると 2011年の貿易額は、輸出が 17.2％増の 2,288 億ドル、輸入

は 24.9％増の 2,285 億ドルとなり、輸出入ともに 2010 年の金額を上回り、2 年続けて過

去最高を記録した。 
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 輸出を品目別にみると、最も金額が多かったのが、コンピュータ・同部品で 171億ドル、

次いで自動車・同部品で 170億ドルだった。前年比でそれぞれ 9.4％減、4.1％減となり両

品目とも輸出額が減少した。2011年 3月に発生した東日本大震災では自動車メーカーが日

本からの部材の供給不足により大幅な生産減少を余儀なくされたこと、さらに 2011年 10

月にタイ中部で被害が拡大した洪水では多くの電気・電子メーカーが冠水の被害に遭い生

産停止になったこと、および自動車メーカーは部材の供給不足になったことなどが大きか

った。一方、輸出額増加に最も寄与したのが天然ゴムだった。世界的な需要増加、タイの

天候不順による価格上昇から輸出額は 132億ドルとなり、前年比で 66.9％増加した。その

他の品目では、化学製品（83億ドル）、ポリエチレンなど（88億ドル）が輸出額増加に寄

与した。 

 輸出を国・地域別にみると、1位は中国で前年比 27.6％増の 274億ドル、2位は日本で

17.9％増の 241 億ドル、3 位は米国で 8.2％増の 219 億ドルとなった。中国が 2年続けて

最大の輸出相手国となった。中国向け輸出では特に天然ゴムが増加した。中国でのタイヤ

需要の増加や、天然ゴムの国際価格上昇などから輸出額が前年比 2.1 倍の 51 億ドルに拡

大、同国向け輸出増加額の 44.6％が天然ゴム輸出によってもたらされた。その他の国・地

域では、インドネシア、シンガポール、韓国などアジア地域向けで輸出の増加が目立った。

アジア地域（中国、日本などを含む）向け輸出は 22.0％増の 1,498億ドルに拡大、輸出増

加額の 80.5％が同地域向け輸出によってもたらされた。 

 輸入を品目別にみると、最も金額が多かったのは原油で 329億ドル（前年比 34.8％増）、

次いで産業機械・同部品で 199億ドル（19.3％増）、宝石・金銀で 199億ドル（2.0倍）と

なった。原油については国際価格（オマーン，ドバイ，WTI，ブレンドの平均）が 78.9

ドル（2010年平均）から 104.64ドル（2011年平均）と上昇したことが影響した。また、

産業機械・同部品では、日本からの輸入が 16.2％増加したことが大きく寄与した。宝石・

金銀では、82.7％を占める金について最大のシェアを占めるスイスからの輸入が 86.0％増

加した。 

 輸入を国・地域別でみると、ほぼすべての国・地域からの輸入が拡大したが、日本から

の輸入が 422億ドルと最も多く、次に中国が 306億ドル、アラブ首長国連邦が 145億ドル

と続いた。各国からの輸入を品目別にみると、日本からは産業機械・同部品が 83 億ドル

（構成比 19.6％）、鉄・鉄鋼が 57 億ドル（13.5％）、自動車部品が 40 億ドル（9.5％）で

多かった。中からは電気機械・同部品が 40億ドル（構成比 13.0％）、コンピュータ・同部

品が 38億ドル（12.5％）、家庭電化製品が 29億ドル（9.4％）と多かった。アラブ首長国

連邦からは原油が 126億ドル（構成比 87.3％）と多かった。2012年 1～3月の貿易をみる

と、輸出額は 546億ドル（前年同期比 3.9％減）で、2011年と同様に中国が 64億ドル（1.4％

増）と最も大きい。続く日本、米国はそれぞれ 55億ドル（7.0％減）、55億ドル（2.1％増）

となった。一方、輸入は 598 億ドル（10.4％増）で、日本が輸入全体の 18.9％を占める

113 億ドル（7.9％増）で 1 位であったが、続く中国、マレーシアがそれぞれ 23.5％増、

18.4％増と日本を上回る増加率で拡大している。タイと中国は 2011年 12月に 700億元の

通貨スワップを設けることで合意した。取引通貨がドル建てから人民元建てにシフトする

もので，今後貿易における中国の存在がより大きくなる可能性がある。 
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1.4 タイの FTA 交渉 

 2012 年 5 月現在、タイの発効済み（アーリーハーベストのみ実施も含む）の二国間及

び及び多国間 FTAは 11件で、最も新しい FTAは 2011年 12月 31日に発効したペルーと

の FTAである。同 FTAは 2003年 10月に枠組み協定を締結、2005年 11月にアーリーハ

ーベスト（早期関税引き下げ措置）議定書に署名した。しかし、同議定書について、譲許

表の関税番号を HS2002から HS2007に変更する作業が生じ、2009年 11月にシンガポー

ルで開催されたAPEC閣僚会議期間中に両国閣僚がアーリーハーベスト第 2議定書に署名

していた。 

 また、インドとの FTAでも新たな進展がみられた。タイのインラック首相が 2012年 1

月にインドを公式訪問した際、「タイ・インド自由貿易地域構築に向けた枠組み協定第 2

修正議定書」が締結された。新たに 2ドアタイプの冷凍冷蔵庫もアーリーハーベスト対象

品目として関税撤廃品目に追加されることに加え、第三国インボイスについても利用でき

るよう修正が加えられた。 

 EUおよび EFTA（欧州自由貿易連合）との FTAについては、それぞれ商務省通商交渉

局で交渉枠組み案の準備を行っており、今後交渉承認のため国会に提示する見通しとなっ

た。チリとの FTAについては、2010年 11月に日本で開催された APEC首脳会議期間中、

両国首脳間で FTA交渉を開始することが発表された。商務省通商交渉局は民間企業などと

協議し、ファッション商品、冷凍魚、加工食品、アルコール飲料等の分野において市場開

放することを検討している。 

 そして上記以外にもロシア、ベンガル湾多分野技術・経済協力イニシアチブ（BIMSTEC）、

ガルフ協力会議（GCC）、南米南部共同市場（メルコスール）などとの間で交渉・締結し

ていく可能性がある。また、ASEAN として、東アジアの包括的経済連携（RCEP）の交

渉開始も目指している。TPPについては 2011年 11月、米国との首脳会談でインラック首

相が TPP 交渉に参加することを検討すると発言したと報じられるなど前向きの姿勢がう

かがえる。 

 2011 年において最も FTA 利用輸出額（原産地証明書発給ベース）が大きかったのは

ASEAN 向けで 152 億ドルであった。これに中国（94 億ドル）、日本（60 億ドル）、オー

ストラリア（50 億ドル）が続く。利用率でみると、オーストラリアが最も高く 63.6％、

これに韓国が 48.9％、中国が 34.5％と続いた。日本向けは 24.9％と低いようにみえるが、

これは日本側で最恵国待遇（MFN）税率が既にゼロとなっている品目が多いためである。

タイ商務省外国貿易局は、FTA 特恵関税を享受できる品目の輸出額を分母にした FTA 利

用率を算出した。これによると、オーストラリア向けで 9割を超え、中国向けも 84.3％に

達する。これにインド（74.6％）、日本（71.2％）が続く。 

 

1.5 直接投資（認可ベース） 

タイ投資委員会（BOI）によると、2011 年のタイへの直接投資（認可ベース、外国資本

10％以上の案件）は、2010年（856件，2,792億バーツ）と比較して、件数で 5.6％増の 904

件、金額で 0.3％減の 2,784 億バーツとなり、2010 年とほぼ同じ水準であった。その要因

としては，2011年はタイで下院総選挙が行われたことや洪水が発生したことで、BOI の審

査手続きが遅れたことが挙げられる。他方、先行指標的な申請ベースでみると、2010年と

比較して件数で 22.3％増の 1,059件、金額で 67.9％増の 3,963億バーツと大幅に増加した。
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表 5 タイ国・地域別対内直接投資＜認可ベース＞ 

（単位：件，100万バーツ，％） 

出所：タイ投資委員会（BOI） 

  

 
2010年 2011年 

件数 金額 件数 金額 構成比 伸び率 

日本  

米国  

カナダ  

欧州 

オランダ  

英国  

ドイツ  

フランス  

スイス 

韓国  

中国  

台湾  

香港 

シンガポール  

オーストラリア  

インド  

マレーシア 

342 

48 

4 

159 

23 

15 

31 

20 

19 

51 

28 

39 

30 

62 

17 

13 

39 

100,305 

6,204 

112 

74,512 

25,780 

564 

2,587 

2,618 

8,981 

2,573 

17,312 

4,428 

13,012 

19,170 

6,081 

1,740 

4,808 

484

28

    7

133

21

17

36

16

    5

35

36

40

19

58

21

15

34

158,968

9,238 

1,096 

17,717 

4,252 

1,552 

2,392 

3,045 

591 

7,024 

16,922 

6,035 

4,518 

25,176 

1,196 

1,693 

6,135 

57.1 

3.3 

0.4 

6.4 

1.5 

0.6 

0.9 

1.1 

0.2 

2.5 

6.1 

2.2 

1.6 

9.0 

0.4 

0.6 

2.2 

58.5 

48.9 

878.6 

△ 76.2 

△ 83.5 

175.2 

△ 7.5 

16.3 

△ 93.4 

173.0 

△ 2.3 

36.3 

△ 65.3 

31.3 

△ 80.3 

△ 2.7 

27.6 

外国直接投資計 856 279,233 904 278,447 100.0 △ 0.3 
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表 6 タイの業種別対内直接投資＜認可ベース＞ 

（単位：件，100万バーツ，％） 

 
2010年 2011年 

件数 金額 件数 金額 構成比 伸び率 

農水産業・農水産加工 

鉱業・セラミック  

繊維・軽工業  

機械・金属加工  

電気・電子機器  

化学・紙  

サービス・インフラ 

72 

18 

65 

217 

189 

107 

188 

17,534.2 

33,449.2 

9,324.4 

49,258.4 

106,117.8

19,113.6 

44,435.3 

64 

31 

62 

300 

180 

101 

166 

18,360.7 

24,960.5 

11,501.4 

86,158.2 

61,196.3 

37,960.3 

38,309.1 

6.6 

9.0 

4.1 

30.9 

22.0 

13.6 

13.8 

 4.7 

△ 25.4 

23.3 

74.9 

△ 42.3 

98.6 

△ 13.8 

外国直接投資計 856 279,232.9 904 278,446.5 100.0 △ 0.3 

出所：BOI 

 

 部門別の投資認可件数及び金額をみると、機械・金属加工が件数、金額とも最も多く 300

件，862億バーツだった。次いで，電気・電子機器が 180件，612億バーツと続いた。サ

ービス関連では，国際調達事務所（IPO）42 件，地域統括拠点会社（ROH）15 件，貿易

投資支援事務所 46 件の認可があった。産業集積が進んでいるタイで，物流や投資の拠点

あるいは ASEAN地域での統括拠点を設立する動きが増加している。BOI は 2002年から

ROH を投資奨励業種と位置付け，誘致に注力してきた。ASEAN 最大の日系企業集積地

であり，製造現場であるタイに統括機能を設立したいというニーズに対応したものである。 

 直接投資を規模別にみると、10 億バーツ以上の案件は 52 件、1,648 億バーツとなり、

2010年の 50件、1,763億バーツからそれぞれ 4.0％増、6.5％減となった。2010年にはハ

ードディスクドライブ関連などで 100 億バーツを超える案件が複数あったが、2011 年に

は同規模の案件が 1件しかなかった。一方、5,000万バーツ未満の小規模の投資は 418件、

76億バーツと、2010年の 387件、69億バーツからそれぞれ 8.0％増、9.8％増となった。 

 国別では、日本からの投資が 1,590 億バーツ（484 件）と金額、件数とも最大で、投資

額全体の 57.1％を占めた。金額ベースではこれにシンガポール（252億バーツ）、中国（169

億バーツ）と続いた。2012年 1～4月の直接投資（認可ベース、外国資本 10％以上の案件）

をみると、324 件、1,021 億バーツの認可があった。前年同期比で件数が 21.3％増、金額

が 16.9％増となり、タイへの投資が引き続き活発に推移している。国・地域別で最も金額

が大きいのは日本で、169 件、583 億バーツであった。前年同期比では件数で 31.0％増、

金額で 16.8％増となり、総額の 57.2％のシェアを占めている。投資額では米国、オランダ、

シンガポールと続いた。 

 部門別でみると、サービス・インフラ分野が太陽光発電などの投資を中心に 982億バー

ツ、電子・電気分野がパナソニックエレクトロニックワークスのコネクタ生産事業等の投

資などにより 310億バーツと大きくなっている。 
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1.6 日・タイ間の貿易・投資 

 日本との関係を 2011 年の貿易額でみると、日本はタイの貿易額全体の 14.5％を占め、

最大の貿易相手国となっている。対日輸出は 241 億ドル（前年比 17.9％増）、輸入は 422

億ドル（11.4％増）とともに大きく増加した。タイから日本への輸出を品目別にみると、

天然ゴムが 17 億ドル（構成比 7.1％）、自動車・同部品が 13 億ドル（5.2％）であった。

自動車が多い理由は後述のエコカー政策によりタイで製造された一部日系メーカーの完成

車が日本へ輸出されているためである。一方、日本からの輸入は、産業機械・同部品が 83

億ドル（構成比 19.6％）、鉄・鉄鋼が 57億ドル（13.5％）、自動車部品が 40億ドル（9.5％）

で多かった。産業機械・同部品は、前年比 16.2％増加したが、これは日系企業の生産増強

などにより設備投資などが増加し同品目の 8 割超を占める工業用機械・同部品の輸入が

19.4％増加したことが大きく影響した。日本からの投資を 2011年の投資額（認可ベース）

でみると、前述のように 1,590億バーツ（前年比 58.5％増）と最大で、投資額全体の 57.1％

を占めた。件数も日本からの投資が 484件（41.5％増）と最大であった。内訳は自動車部

品製造が 89件、金属製品が 66件と自動車関連の業種が多かった。貿易・投資の伸びの一

因として、タイ政府が自動車生産の一大拠点となることを目指し免税恩典などを活用して

小型環境配慮車の生産を推進する「エコカープロジェクト」が挙げられる。本政策に基づ

き、2010年に日産自動車が「マーチ」、2011年に本田技研工業が「ブリオ」、2012年にス

ズキが「スイフト」、三菱自動車工業が「ミラージュ」の生産を開始した。このように自動

車会社の生産能力の増強、工場新設が相次いでいることから、JFE スチールは鋼板の需要

増に対応するため、約 3 億ドルを投資して溶融亜鉛メッキ鋼板の工場を建設し、2013 年

の稼働を目指す。また、ブリヂストンはノンケー工場でラジアルタイヤの生産を増強する。

タイ国内にタイヤを供給するとともに、日本を含むアジア諸国、北米、欧州などへの輸出

を強化する。2012 年に入っても日本からの投資申請は増加傾向にある。2012 年 1～4 月

の金額および件数（申請ベース）は、それぞれ 931 億バーツ（前年同期比 2.1 倍）、228

件（32.6％増）となった。外国資本による直接投資申請総額における日本のシェアは 59.9％

を占めている。2011年のタイ中部での大洪水により外国企業のうちで最も多く被災したの

が日系企業（冠水した工業団地に入居する約 800社のうち約 450社が日系企業）であった。

このため、日本からタイへの投資が減少することが懸念されたが、今のところ洪水発生前

に比べ増加している。洪水復興に伴う投資がどれくらい含まれているか不明であるが、日

本以外の国からの投資も増加しているため、タイの投資先としての魅力は衰えていないと

考えられる。 

 

 多くの企業がタイに投資を行う要因として、 

 ① 整備されたインフラ、 

 ② 投資優遇政策や通商政策（自由貿易協定を多数締結）、 

 ③ 産業集積、 

 ④ 国内需要への期待、 

 などが挙げられる。 

 

 ①については、設備の整った工業団地、全国津々浦々に結ばれた舗装道路網がある。②

については、政治的混乱（2006 年 9 月の軍事クーデターなど）が起こっても外国投資優
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遇政策（法人税免税等）が一貫して続いている。③については、充実したサプライチェー

ンを背景に低いコストで部材を調達できる環境や長年にわたるすそ野産業の成長により多

くの熟練労働者が育成されている。④については、1人当たり GDPが 2011年には 5,000

ドルを超え、日系企業等が提供する製品・サービスへの需要に期待が持てる。このため、

飲食店や小売業といったサービス産業の進出の機会が増加している。 

 

1.7 投資環境 

 タイでは 2011 年に顕在化した洪水リスクとともに、投資に当たって注視すべき事項が

ほかにもある。特に、賃金上昇と労働者不足の問題が深刻になっている。賃金上昇につい

ては、法定最低賃金（1 日当たり金額）が 2011 年 4 月 1 日からバンコク都およびその周

辺県、プーケットの 7都県で 300バーツ（バンコクでは 39.5％増）となり、残る 70県で

も一律約 40％引き上げられた。さらに、これら 70県については 2013年 4月 1日には 300

バーツまで引き上げられる予定である。最低賃金が最も低い県では 2年間で約 90％上昇す

ることになる。タイ工業連盟（FTI）など産業界からはまだ洪水復興途上にある企業が多

く存在し、特に中小企業や地方の企業にとっては経営状況に大きな影響を与えることから

反対意見が出ていたが、現政権は選挙公約を達成すべく実施に踏み切った。これに対し、

企業はさらなる効率化や人員抑制などの対応を強いられている。また労働者不足も深刻に

なっている。タイの 2011年の失業率は 0.7％であった。ジェトロの「在アジア・オセアニ

ア日系企業活動実態調査」（2011 年 10 月）でも、タイの投資環境面での問題点として、

製造業で 55.6％の企業が「人件費の高騰」を、51.1％の企業が「労働力の不足・人材採用

難」を挙げた。特に自動車産業などが集積するタイ東部で人手不足を訴える企業の声が聞

かれる。同地域では 2011 年の洪水の被害がなかったことから今後、企業進出が相次ぎ、

人手不足に拍車がかかることも想定される。また、2013 年 4 月 1 日から法定最低賃金が

全国一律 300バーツになると、地方から出稼ぎなどで都市部に出てきている労働者が帰郷

するといったことが懸念され、労働者不足問題を深刻化させる可能性を否定できない。今

後、タイ政府と産業界との間でその影響や対応策などについて議論する必要がある。上記

問題のほか、外資に対する投資恩典制度の変更や規制強化などによって投資環境は大きく

変化する可能性があることから、投資に当たっては今後の政策運営を注視する必要がある。 
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 出所：財務省 

図 1 GDP推移 
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図 2 一人当たり実質 GDP 
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  出所：タイ財務相 

図 3 タイ国際収支 

 

 

 

 

 出所：タイ財務省 

図 4 失業率推移 
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1.8 人口及び労働力 

 タイの人口は 2011年に 6,408万人で、15歳未満が総人口の約 20%、15歳-50歳未満が

約 65%を占めている。人口は年率 0.7％の増加である。就業年齢 15-60 歳の割合はほぼ一

定で推移している。 

 総人口の約 60%に当る 36百万人が就業し、約 41%が農林水産業、約 58%が非農業就業

割合である。 

 

 

図 7 タイ人口年齢構成 

 

 タイの平均寿命は 72 歳、60 歳以上の割合が男性は 11％、女性は 13％を占め、高齢化

が進んでいる。また、出生率は 1.6である。 

 

 

 

 

  

－ 16 －



 

 
 

表 8 平均寿命と出生率 

 平均寿命 出生率 

カンボジア 62 2.6 

ラオス 63 3.3 

ミャンマー 64 2.0 

シンガポール 82 1.3 

ベトナム 72 1.8 

フィリピン 70 3.1 

インドネシア 68 2.1 

タイ 70 1.6 

中国 74 1.6 

韓国 80 1.3 

日本 83 1.4 
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 タイ運輸省海事総局資料によれば 500DWT以上のタイ籍船舶は 2012年で総数 474隻。 

 ドライ貨物船 178隻、液体貨物船 287隻である。総載貨重量（DWT）は約 475万 DWT,

ドライ貨物船が約 222万 DWT、液体貨物船は約 260万 DWTである。 

 2008 年より液体貨物輸送船舶隻数は増加傾向にある。DWT は 2010 年より急激に増加

しているが、石油備蓄用係留 VLCCが増加したことも要因である。 

 

注：2009 年ロイドリストによればタイ籍船舶数は 911 隻、270 万 GT、平均 3,000GT と

なっている。） 
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表 9 登録国隻数（2009 年） 

No flAg 隻数 

1 PAnAmA 7,780 

2 United StAtes of AmericA 6,883 

3 JApAn 6,071 

4 IndonesiA 5,606 

5 Unknown 5,179 

6 ChinA 4,113 

7 RussiA 3,525 

8 KoreA（South） 3,062 

9 SingApore 2,528 

10 LiberiA 2,509 

11 United Kingdom 1,985 

12 Philippines 1,896 

13 ItAly 1,597 

14 Hong Kong 1,562 

15 MAltA 1,560 

16 AntiguA& BArbudA 1,544 

17 MArshAll IslAnds 1,498 

18 NorwAy 1,472 

19 NetherlAnds 1,457 

20 VietnAm 1,382 

21 SpAin 1,365 

22 Turkey 1,347 

23 IndiA 1,346 

24 MAlAysiA 1,326 

25 BAhAmAs 1,274 

26 Greece 1,246 

27 Cyprus 1,088 

28 CAnAdA 1,074 

29 GermAny 1,030 

30 St Vincent 993 

31 HondurAs 938 

32 CAmbodiA 928 

33 ThAilAnd 911 

 出所：ロイドリスト 2009年 
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表 10 登録国総トン数（2009 年） 

No FlAg GT 合計 

1 PAnAmA 165,385,113 

2 LiberiA 74,091,092 

3 Hong Kong 39,634,483 

4 MArshAll IslAnds 39,145,821 

5 BAhAmAs 34,892,143 

6 SingApore 32,347,808 

7 ChinA 30,416,807 

8 MAltA 26,113,643 

9 Greece 18,819,494 

10 Cyprus 17,261,583 

11 United Kingdom 17,025,882 

12 United StAtes of AmericA 16,789,494 

13 GermAny 15,969,156 

14 ItAly 13,090,270 

15 AntiguA& BArbudA 13,024,306 

16 JApAn 12,989,184 

17 KoreA（South） 12,773,074 

18 DAnish InternAtionAl Register 10,991,340 

19 NorwegiAn InternAtionAl Register 10,771,038 

20 BermudA 9,477,382 

21 IndonesiA 8,572,617 

22 RussiA 7,592,444 

23 NetherlAnds 7,066,092 

24 Unknown 6,806,876 

25 MAlAysiA 6,255,285 

26 Isle of MAn 5,891,064 

27 IndiA 5,397,591 

28 Turkey 5,321,706 

29 Philippines 5,174,321 

30 St Vincent 4,820,301 

31 Sweden 3,716,674 

32 VietnAm 3,544,819 

33 Belgium 3,252,076 

34 VAnuAtu 2,984,169 

35 French InternAtionAl Register 2,974,335 

36 CAnAdA 2,907,408 

37 NorwAy 2,821,717 

38 ThAilAnd 2,714,424 
 出所：ロイドリスト 2009年 
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表 11 500DWT以上タイ船籍商船区分（隻数・DWT） 

  

500DWT以上タイ商船

YeAr 

Dry CArgo Vessel Liquid CArgo Vessel TotAl Growth

Dry 

CArgo 

No. 

Dry 

CArgo 

DWT 

Liquid 

CArgo No.

Liquid 

CArgo 

DWT 

No. DWT 
RAte 

（%）

1997 178 2,201,437 87 545,797 265 2,747,234 5.6 

1998 191 2,525,422 106 647,910 297 3,173,332 14.1 

1999 191 1,648,127 71 545,797 262 2,193,924 -30.9 

2000 212 1,878,320 70 561,843 282 2,440,163 11.2 

2001 194 1,598,210 137 695,338 331 2,293,548 -6.0 

2002 180 2,431,000 143 406,000 323 2,837,000 23.7 

2003 165 2,531,310 139 542,794 304 3,074,104 8.4 

2004 184 3,138,659 145 536,571 329 3,675,230 19.5 

2005 201 3,422,495 158 528,998 359 3,951,493 7.5 

2006 178 3,156,439 176 552,248 354 3,708,687 -6.1 

2007 169 2,985,169 178 547,290 347 3,532,459 -4.7 

2008 233 2,985,169 249 724,623 482 3,980,314 12.7 

2009 207 3,255,691 270 1,096,764 477 3,699,964 -7.0 

2010 198 2,603,200 285 2,051,268 483 4,441,231 20.0 

2011 185 2,389,963 287 2,124,171 472 4,345,321 -2.2 

2012ｆ 187 2,221,150 287 2,599,927 474 4,741,542 9.1 

出所：タイ海事総局 2012 
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表 13 タイ商船隊の船齢別内訳（500GRT 以上） 

船齢 

乾貨物船 液体貨物船 合計 
構成比

（DWT,%）隻数 DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 

＜5 11 134,213 6 34,077 17 168,290 3.9

5-9 14 320,072 5 21,675 19 341,747 7.9

10-14 20 357,586 6 24,586 26 382,172 8.8

15-19 28 493,378 41 775,592 69 1,268,970 29.2

20-24 14 145,162 60 883,549 74 1,028,711 23.7

25-29 23 324,501 52 138,705 75 463,206 10.7

>=30 75 446,240 117 245,986 192 692,226 15.9

合計 185 2,221,152 287 2,124,170 472 4,345,322 100.0

出所：タイ海事総局 2011 

 

 

 

表 14 タイ商船隊乾貨物船 DWT 内訳（500GRT 以上） 

DWT 

ばら積み船 一般貨物船 コンテナ船 冷凍運搬船 合計 

隻

数 
DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 

500－

4,999 
0 0 40 83,661 11 27,506 24 65,058 75 176,225

5,000- 

9,999 
3 19,087 42 319,317 2 16,200 0 0 47 354,604

10,000-

14,999 
0 0 3 36,723 6 78,361 0 0 9 115,084

15,000-

19,999 
6 110,280 7 115,791 2 33,356 0 0 15 259,427

>=20,0

00 
29 1,036,996 5 131,741 5 147,074 0 0 39 1,315,811

合計 38 1,166,363 97 687,233 26 302,497 24 65,058 185 2,221,151

出所：タイ海事総局 2011 
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表 15 タイ商船隊液体貨物船 DWT別内訳（500GRT以上） 

DWT 
ケミカルタンカー 石油タンカー ガスキャリア 合計 

隻数 DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 

500－4,999 8 15,758 177 410,686 66 104,607 251 531,051

5,000－9,999 5 32,682 21 132,615 0 0 26 165,297

10,000-14,999 1 13,925 0 0 0 0 1 13,925

15,000-19,999 0 0 0 0 0 0 0 0

>=20,000 0 0 8 1,364,486 1 49,412 9 1,413,898

合計 14 62,365 206 1,907,787 67 154,019 287 2,124,171

出所：タイ海事総局 2011 

 

 

 

表 16 タイ商船隊乾貨物船船齢別内訳（500GRT以上） 

船齢 
ばら積み船 一般貨物船 コンテナ船 冷凍運搬船 合計 

隻数 DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 

＜5 2 113,848 4 6,641 5 13,724 0 0 11 134,213

5-9 5 186,063 2 2,660 7 131,349 0 0 14 320,072

10-14 9 262,961 7 53,034 4 41,591 0 0 20 357,586

15-19 12 356,048 11 57,018 5 80,312 0 0 28 493,378

20-24 3 99,961 7 22,334 4 22,867 0 0 14 145,162

25-29 3 110,717 15 187,782 1 12,654 4 13,348 23 324,501

>=30 4 36,765 51 357,765 0 0 20 51,710 75 446,240

合計 38 1,166,363 97 687,234 26 302,497 24 65,058 185 2,221,152

出所：タイ海事総局 2011 
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表 17 タイ商船隊液体貨物船船齢別内訳（500GRT以上） 

船齢 
ケミカルタンカー 石油タンカー ガスキャリア 合計 

隻数 DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 隻数 DWT 

＜5 3 19,725 3 14,352 0 0 6 34,077

5-9 1 3,214 4 18,461 0 0 5 21,675

10-14 1 6,712 4 14,871 1 3,003 6 24,586

15-19 2 5,430 32 705,724 7 64,438 41 775,592

20-24 4 18,931 47 850,326 9 14,292 60 883,549

25-29 2 7,169 32 105,803 18 25,733 52 138,705

>=30 1 1,184 84 198,250 32 46,553 117 245,987

合計 14 62,365 206 1,907,787 67 154,019 287 2,124,171

出所：タイ海事総局 2011 
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2.2 タイ造船産業の現状 

 タイの造船産業は長い歴史を持ち、13-17 世紀のアユタヤ時代に遡る。この時代にジャ

ンクと呼ばれる大量の商船が中国人の指導の下でタイの労働者により建造された。このジ

ャンク船は中国や日本、ヨーロッパとの貿易に使用され、18 世紀初期には 1,000GT クラ

スの大型ジャンクが 8隻ほど建造されたことが記録に残っている。 

 現在、タイの造船所の大半は木造船やグラスファイバー船、およびこれらに類する船舶

の建造・修理を生業とする個人経営の小規模造船であり、タイの南部や東岸、主要河川の

河岸等の沿岸部に点在している。こうした造船所で建造される船舶の大半が、全長 12～24

メートルの漁船である。 

 ISMED（Institute of SmAll &Medium Enterprises Development）によれば、造船会

社として登記されている会社は 260社。タイ造船・修繕工業会に加盟している造船所は 20

社、関連産業会社は 12 社。資本金 2 千万バーツ超のタイ造船所のうち 74％にあたる 20

社がタイ造船・修繕工業会に加盟し、同工業会会員会社による売り上げは、タイ国内造船

所売り上げ合計の約 90％を占めている。 

 

 造船業として登記されている企業（260社）の事業形態は下記に 4区分されている。 

 

・新造船（一部は修繕含む） 

122社が新造船及び修繕業務を行っている。56社が中央部で、39社が南部地区。 

・修繕専業 

62社が船舶修繕専業。26社が南部地区、25社が中央地区で、バンコクは 11社。 

・機器修理、部品・機材サプライ 

66社が部品・機材の供給及び修理事業をやっており、重要な修理はエンジン、プロペラ、

シャフト関連の修理。50社が中央地区でバンコクはその内で 24社。 

・その他 

10社は舶用機器の製作、造船所での修理等 
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表 18 タイ造船会社地域別内枠 

地区 地域 会社数 

中央 BAngkok 48 

 SAmutprAkAn 20 

 SAmutsonhkrAm 12 

 SAmutsAkorn 22 

 PAthunmthAni 11 

 NontAburi 1 

 AyuddhAyA 6 

 Angthong 1 

 RAjchAburi 1 

 PetchAburi 5 

 PrAchuAbkirikAn 10 

 中央地区 計 137 

東部 ChAcherngsAo 2 

 Choburi 15 

 RAyong 7 

 ChAntAburi 3 

 TrAd 16 

 東部地区 計 43 

南部 Chumporn 10 

 SurAthAni 8 

 NAkornsithAmmArAj 18 

 SongklA 8 

 PAttAni 8 

 RAnong 5 

 PAng-ngA 1 

 Phuket 7 

 KrAbi 2 

 TrAng 6 

 SAtul 4 

 南部地区 計 77 

北部 UttArAdit 1 

北東部 MookdAhArn 2 

総計  260 

  出所：DepArtment of Business Development 
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表 19 タイ国造船所資本金内訳 

資本金 

（単位 100万バーツ） 

造船所数 タイ造船・修繕工業会 

会員造船所数 

＞200 3 3 

20～200 24 15 

＜20 51 2 

記載なし 182  

合計 260 20 

出所：タイ造船・修繕工業会、ISMED 

 

 

表 20 タイ造船・修繕工業会造船会社会員 

番号 造船所名 事業 

1 ItAlthAi MArine Limited Shipbuilding & RepAir 

2 MArsun Co.,Ltd Shipbuilding & RepAir 

3 HArin Shipbuilding CompAny limited Shipbuilding & RepAir 

4 PrAkArnkolkArn DockyArd Ltd. Building & RepAir for Fishing 

TrAwlers 

5 The BAngkok Dock CompAny（1957）Limited Shipbuilding & RepAir 

6 AsiAn MArine Service （PLC） Shipbuilding & RepAir 

7 ThAi InternAtionAl DockyArd Co.,Ltd Shipbuilding & RepAir 

8 SeACrest MArine Co.,Ltd Shipbuilding & RepAir 

9 Seri Enterprises Co.,Ltd Shipbuilding & RepAir 

10 SEAShipyArd Co.,Ltd ShiPRepAiring 

11 Mits Dicision Co.,Ltd Shipbuilding & RepAir 

12 UnithAi ShipyArd And Engineering Limited Shipbuilding & RepAir 

13 StAr MArine Engineering Co.,Ltd AfloAt RepAir/WhArf RepAir/VoyAge 

repAir/Dry Docking RepAir 

14 PSPMArine Co.,Ltd Shipbuilding & RepAir 

15 WAng ChAo ShipyArd Co.,Ltd Shipbuilding & RepAir 

16 SeAt BoAt Co.,Ltd Shipbuilding & RepAir 

17 LPN Dock & Engineering Co.,Ltd Shipbuilding & RepAir 

18 MArine Acme ThAi DockyArd Co.,Ltd ShiPRepAiring 

19 SunnAv Co.,Ltd Shipbuilding & ChArter 

20 OAkwell CorporAtion ThAilAnd Co.,Ltd Shipbuilding & RepAir 
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表 21 タイ造船・修繕工業会舶用関連会社会員 

番号 会社名 事業 

1 Jotun ThAilAnd Co., Ltd PAint MAnufActurer 

2 ChAinAShipbuilding TrAding 

（ThAiklAnd） Co.,Ltd 

Shipbuilding 

3 Commin Diethelm & Co.,Ltd Distributer for Cummins 

Engine 

4 PAtAnAyon Chonburi Co.,Ltd AgriculturAl、IndustriAl 、

MArine 

5 SiAm Consortium Services Co.,Ltd RepresentAtive of YAnmAr, 

ShiPChAndler MArine 

Equipment & SpAre 

PArtsSupply, ConsultAnt on 

MArine Technology & 

mAnAgement 

6 GermAnischer Lloyd （ThAilAnd） Co.,Ltd ShiPClAssificAtion 

7 TOA-Chugoku PAint Co.,Ltd MArine pAint, HeAvy Duty 

CoAting, IndustriAl PAints, 

ContAiner pAints, Wood 

CoAting 

8 SupAkit Products Co.,Ltd Steel Pipe 

9 A&MArine （ThAi） Co.,Ltd Import And Supply MArine 

CommunicAtions NAvigAtion 

Equipment & SAfety 

Equipment 

10 ThAi IndustriAl GAses PLC Production/SAles of IndustriAl 

GAses SpeciAl GAses And 

medicAl gAses 

11 Lee & Steel Ltd,PArt 

VeerASteel Import Ltd.,PArt 

Importer & stock List 

Wire rope, wire rope fittings, 

Hoist, PPRope, StAiless steel 

pipe, Steel plAte, stAinless 

steel flAt BAr 

12 ThAi Kolon Co.,Ltd Engineering, Equipment Supply
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3．海事産業政策の動向 

 

3.1 海事振興委員会（MAritime Promotion Commission） 

 タイ政府は海事振興法 MAritime Promotion Commission Act B.E.2521（1978）及び

B.E.2548（2005）を制定し、海事振興委員会（MAritime Promotion Commission：MPC ：

座長 タイ首相）を設立した。海事振興委員会の委員は関連省庁大臣から構成されている。

主な構成委員は、運輸大臣、財務大臣、外務大臣、商業大臣、工業大臣、観光・スポーツ

省次官、運輸次官、資源・環境省次官、労働省次官、教育省次官、タイ海軍司令官、国立

経済社会開発庁次官、タイ商工会議所、タイ工業連盟、銀行協会等及び政府で承認された

9 名の海事専門家で構成されている。運輸省傘下の海事総局長は海事振興委員会の委員兼

事務局長を務めている。 

 海事振興委員会（MPC）は 2009年 7月に下記 6つの海事振興戦略（StrAtegic PlAn for 

NAtionAl MAritime Promotion）を承認し、この戦略目標に向けた計画、プロジェクトや

実施方法の詳細検討を行うために各運営委員会を設立している。 

 

Ⅰ． タイ籍船による海上輸送シェアの拡大 ：（責任省庁：海事総局） 

Ⅱ． 沿岸・河川輸送の振興 ：（責任省庁：海事総局） 

Ⅲ． 港湾開発 ：（責任省庁：海事総局） 

Ⅳ． 造船産業振興 ：（責任省庁：工業省） 

Ⅴ． 船員教育の向上 ：（責任省庁：海事総局） 

Ⅵ． 国際物流人材育成 ：（責任省庁：海事総局） 
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3.2 工業省 

 タイの造船産業は 2006/2007年に運輸省港湾局（現海事総局）から工業省へ移管された。

2006年に経済社会開発庁（NAtionAl Economic And SociAl Development BoArd: NESDB）

は造船産業振興のための提言を発表した。工業省産業経済局（Office of IndustriAl 

Economics）が造船産業の責任部門として NESDBの提言をもとに造船産業振興政策に関

する MPC 政策承認並びに閣議の予算承認を経て、2008-2012 年の産業セクターにおける

効率性と生産性向上のためのマスタープランを作成すると共に、政策実施のための調査を

開始した。 

 このマスタープランの主目的は造船産業強化を阻害する要因の排除と持続可能な GDP

の成長の基礎となる効率性と生産性の改善である。これはタイの産業を強化し、国際市場

での生き残りと競合力を高めるものであり、更にこのプランは政府との協調による効率性

と生産性の強化の重要性を民間企業に推奨している。具体的な方針は次の 3点が示されて

いる。 

 

 目標-1：造船産業振興と支援 

 

 目標-2：法律や規則の改定 

 

 目標-3：造船産業経営力強化 

 

 

3.2.1 造船マスタープラン 

 タイ政府は造船業振興に関するマスタープラン（15 年）を 2007 年に策定（2009 年改

訂）し、下記を政策目標としている。 

 

第１期 （1~5年） ：造船産業の強化と国内需要の喚起 

第２期 （6~10年） ：国際的な業務知見の創出 

第３期 （11年~15年） ：競合力の向上と革新 

 

 

 第 1期（5年間）の政策目標である造船産業の強化のため、次の 8項目を第 1期の重点

施策とし、工業省において各年に予算措置を行い、ISMED、チェラロンコン大学あるいは

現地コンサルタント会社を活用して政策実施あるいは調査を行っている。 

 

1）造船工業団地 

2011年に造船工業団地に関する調査を民間コンサルタント会社に委託し実施した。2

カ所（チャンタブリ、バンパコン）の候補地を選定したが、造船所の移転意向が無く現

在造船工業団地政策は凍結中となっている。 

2）建造・修繕能力向上（20,000ＤＷＴ船舶の建造、200,000ＤＷＴ修繕） 
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タイ造船業の生産設備、建造能力から競合力のある船種とサイズに特化した建造・

修繕能力の向上を図るため、新造船は 20,000DWT、修繕船は 200,0000DWTまでのサ

イズに特化し建造・修繕能力向上を目標と設定している。 

3）資金協力 

タイ政府は造船・修繕産業を支援する資金協力のスキームを有していないため、民

間セクターと共同で造船業への開発基金を設立し、中小規模造船所の競合力を保つため

の資金協力をおこなう。 

4）造船人材教育 

5）生産性向上と標準化 

6）投資を含めた税制政策 

投資庁（BOI）は 8年間の免税措置を発効している。 

7）造船データベース開発 

8）海事研究所設立 

 

 

短期計画（Short Term PlAn）（5年）としての政策 

1）人材育成 

2009 年から工業省は ISMED（Institute for SmAll And Medium Enterprises 

Development） への委託により、タイ―ドイツ研修所（ThAi-GermAny Institute for 

TrAining）を活用して造船技術（溶接等）のトレーニングを実施している。 

2）データベース作成 

工業省はチェラロンコン大への委託により、造船産業データベース集約等のための

造船情報センター設立を進めている。 

3）生産性向上と標準化 

2010年より工業省は ISMEDへの委託により、造船専門家チームを結成し、タイ造

船所を巡回訪問・調査を行い、タイ造船産業の現状の把握・評価を行い、生産性向上の

提言を行っている。 

4）舶用資機材国産化 

工業省・ISMED・TSBA（造船工業会）は 2012年にタイ舶用関連メーカー便覧（参

考資料参照）を発行し、舶用資機材国産化政策を進めている。 

 

 

3.2.2 タイ造船・修繕工業会/中小企業振興機構（ISMED） 

 工業省の政策指導の下、タイ造船・修繕工業会/ISMEDは、タイ造船産業振興マスター

プラン第 1期 5ヵ年計画の実施に取り組んでいる。同時に、造船振興の喫緊の目標とし国

内需要の創出に注力することとしている。 

� 新造船及び修繕の為の共通市場を構築する。 

� 例えば石油掘削リグやレジャーボート等の商船のプロジェクトを立ち上げる。 

� 代替え建造プロジェクトを推進する。（特にタンカー、オフショアサプライボ

ート、河川用船舶） 

� 情報力の強化を図る 
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� 官民所有船舶の国内建造推進 

 

（1）タイ造船産業振興策 

 ISMED による調査結果によれば、日本、韓国、中国、シンガポール、ベトナム、

マレーシアの造船産業との比較において、タイ造船所の位置付けは下図の通りで、今

後技術力の高い特殊な船舶の建造を目指すべきとしている。 

 

 

 出所：ISMED 

図 15 タイ造船所の位置付け 

 

 工業省の委託を受けて、ISMED は造船産業振興を推進する上で、タイ造船産業の現状

把握調査を行った。また、タイ造船・修繕工業会と連携して造船需要の創出を図るための

需要調査と対象船舶の開発を行い、MPC において造船振興政策の実施を図り、船舶建造

への財政支援と造船所のポテンシャルを強化することを提起している。 
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出所：ISMED 

図 16 ISMED造船振興案 

 

 タイ造船・修繕工業会は工業省/ISMEDの支援の下で工業省造船振興政策に沿って、造

船振興ロードマップを策定した。このロードマップに沿って工業省の委託を受けて、

ISMEDは造船・修繕工業会と共に 2010年より生産性向上のために造船所の効率、品質、

安全等の評価を行い、改善・向上のための提言や教育を実施している。また、価値の創出

を目標としてタイ造船産業として市場競合力のあるニッチな船舶と市場の検討を行い、そ

の開発を行うことをロードマップに織り込んでいる。 

 

表 22 造船振興ロードマップ 

 

 

 

 

 出所：タイ造船・修繕工業会、ISMED 
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3.3 タイ運輸省海事総局（MArine DepArtment） 

 MArine DepArtmentの前身である Harbor DepArtmentは 1859年 8月 5日に創立さ

れた。過去 140年にわたって、Harbor DepArtmentは、状況変化に適応するための変革

を行い、2002年に行政サービスの改革・改善のため、政府は、Harbor DepArtmentの大

胆な改革に着手し、新規則の制定や業務改善を行い、OMPC（？）の業務を HArbor 

DepArtment へ移管し、HArbor DepArtment は運輸省の実施機関である MArine 

DepArtmentとなった。 

 

3.3.1 海事総局業務 

 事総局はその任務を次の 4つの主な領域に区分している： 

 

（1）海上輸送 

� 貨物・旅客輸送への施設、観光振興の為の水路の浚渫とメンテナンス 

� 侵食への河川・運河及び沿岸保護 

� 外航船舶検査及び登録 

� 利便性及び安全性確保のための内航及び国際海上交通管理 

� 貨物、旅客及び観光に関わるサービスに関する港湾建設並びに港湾管理関する許

認可 

� 航行安全のための限定港湾内でのパイロテージ管理 

 

 

（2）海上貿易に関する責任所管 

� 安全性、経済性、オペレーションコスト削減のための海上貨物輸送の振興 

� 海事産業に関わる産業の振興（例：高効率性を求めた港湾オペレーション、造船、

海運業 

� 商船トレーニングセンター等を活用した海事産業人材の育成 

 

（3）海上観光振興 

� 主要河川や海上での観光振興のためのサービスや安全性を提供できる港や桟橋の建

設 

 

（4）海洋環境 

� 河川や海への水投棄の管理、水際への建物侵害管理及び汚水処理管理  

 

3.3.2 海事総局海運振興政策 

 現在実施中の政策は以下となっている。 

（1）財政支援 

タイ輸出入銀行（EXIM BAnk）を通じた外航海運会社への船舶調達資金に係る利子補

給 

2010年 12月 MPCでの承認を得て、2011年 3月閣議決定され、総額 180億タイバーツ

（第 1期（2011-2012年）50億タイバーツ、第 2期（2012-2013年）60億タイバーツ、第 3期
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（2013-2014 年）70 億バーツ）の船舶融資枠が設定されている。 

 

（2）税制上の優遇措置 

� タイ国投資委員会条例（BoArd of Investment Act）に基づく海運振興特典として

船舶輸入税、付加価値税と法人税を BOI承認時から最大 8年間の免除。（BOI承

認に関しては海事局の審査・推薦が必要となる。） 

� 1,000GRT以上の船舶輸入税免除 （1996年 9月 11日より有効） 

� 1,000GRT 未満の船舶輸入に関しては船種により 1～10％の輸入税が課せられて

いる。 

� 国際輸送に供するタイ籍船舶船主へのチャーター料支払いに伴う源泉徴収税を

5％から 1％へ減税 

� 国際輸送に供する船舶の売却金を代替え船舶購入に供する場合は、売却金に課さ

れる法人税を免除 （1996年 9月 25日より有効） 

� 海外船主へのチャーター料支払いに課される源泉徴収税を 3％から 1％へ減税（現

在は 5年間を有効としているが、期間満了時新たな期間が設定される。期間の設

定は船主協会からの要望を受けて海事局が財務省に要請し、財務省が税収を見な

がら設定する。） 

� 国際輸送に携わるタイ籍船舶に乗船するタイ及び外国人船員の所得税の免税 

（1996年 10月 4日より有効） 

� 海運業者で且つ船主である場合の法人税免税（1997年 7月 15日閣議決定） 

� 海運業者がタイ国内造船所へ内航用新造船発注の場合、付加価値税 7％を支払う。

（支払った付加価値税は還付手続きにより還付される。） 

� 造船業については造船資機材の輸入税は免除。法人税は 8年間免除プラス 5年間

50％の減税 

� 舶用工業メーカーは工場立地地区により異なるが最大 8年間の法人税免税が与え

られる。会社立地地域によるゾーン（Zone）制度が適用され、タイ国はバンコク、

第 1ゾーン、第 2ゾーン、第 3ゾーンに区分され、遠隔地への法人税優遇策が取

られている。 

 

（3）業務支援 

・9航路での政府貨物のタイ籍船舶による輸送 

� タイ－日本 

� 韓国－タイ 

� 台湾－タイ 

� 香港－タイ 

� シンガポール－タイ 

� マレーシア－タイ 

� 中国－タイ 

� 東ヨーロッパ－タイ （近々廃止される予定） 

� 米国－タイ（近々廃止される予定） 

� 政府貨物輸送に適うタイ籍船舶が無い場合、海外船舶活用可能 
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 （運輸大臣が政府貨物輸送契約者に承認を与える。） 

 

（4）その他 

� 海運業者が海外で船舶を購入し恒久的に海外で運航する間のタイ船籍登録の許可

（1997年 7月 15日閣議決定） 

� 国際貨物輸送に従事するタイ籍船舶に乗船するタイ人乗組員の最小人数を 75%

から 50%へ軽減（1997年、改訂タイ船舶法）。タイ人船員をその範囲で確保でき

ない場合、タイ人船員を少なくとも 10％雇用することで同法設定から 5年間の適

用免除が可能 

� レムチャバン港における国際貨物の転載に関する税関手続きと書類の軽減 

 

（5）運輸省海事局マスタープラン（2011年） 

 

 

表 23 海事局マスタープラン（2011年）水上輸送重点施策 

目 標 戦 略 成果目標 指 標 

1．国際海上輸送サ

ービス向上 

1.1国際海上輸送イ
ンフラ能力の

開発と増強 
1.2水上及び海上輸
送オペレーシ

ョンとサービ

ス効率の改善 

• 国際海上輸送

インフラは将

来の経済発展

支援への能力

を持つことが

できる 
• ゲートウエイ

―の効率増加 
• 輸送コスト削

減 

• LAem ChAbAng
港取扱い貨物量 

• ChiAng SAen港
取扱い貨物量 

2．国内内陸水運・

沿岸輸送効率改

善 

2.1国内内陸水運・
沿岸輸送イン

フラの改善 
2.2国内内陸水運・
沿岸輸送オペ

レーション手

続きの改善 
2.3国内内陸水運沿
岸輸送に従事

する人材育成 

• 国内輸送のよ

り効率的なイ

ンフラは他の

輸送モードと

競合可能 
• 国内輸送日数

の削減 
• 国 内 内 陸 水

運・沿岸輸送に

従事する人材

の増加 

• 国内輸送による

貨物量 
• 沿岸地区におけ

る貨物量 
• 国内内陸水運・沿

岸輸送に従事す

る人材数 

3．水上輸送の安全

性向上 

3.1 水上輸送の安
全インフラの

振興と改善 
3.2 水上旅行と輸

送の安全向上

への技術活用

の推奨 

• 水上旅行と輸

送の安全性向

上 

• 公共旅客輸送事

故件数 
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4．水上輸送へのシ

フト推奨 

4.1 水上輸送活用
の推奨 

4.2 環境対応及び
エネルギー削

減の船舶開発

の推奨 

• 水上貨物取扱

量増加 
• 水上輸送から

の汚染量削減 

• 水上輸送国内貨

物量比率 
• 沿岸地区国内貨

物量比率 
• 旅客船からの騒

音レベル 

5．公共船舶輸送活

用振興 

5.1 公共船舶輸送
へのアクセス

の開発と改善

• 公共船舶輸送

活用の増加 
• 公共船舶輸送活

用旅客数 
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3.4 タイ国エネルギー海上輸送の近代化に向けた海事振興策 

3.4.1 エネルギー海上輸送の現状 

 

（a）輸送量及び輸送ルート 

 タイ国石油製品生産能力は 2004年からほぼ一定で推移してきている。2012年の生産量

は約 1.17百万バレル、輸入量は約 11.3万バレル、供給量は約 1.29百万バレル。国内消費

量は 98.8万バレル。輸出量は 26万バレルで需要は 1.25百万バレルである。 

 

 

表 24 石油製品生産／消費量推移 

（単位：バレル／日） 

 

 出所：商務省 

                 

 石油製品はチョンブリ県の石油精製所で行われている。石油製品の同地での積荷は全体

の 90％を超えているが、主な向け地はバンコクやその周辺又は東部沿岸地域であり、輸送

は短距離である。又、南部地域のソンクラ、スラッタニに輸送される。また、シンガポー

ル、フィリピン、インドネシア、カンボジア等への輸出も小型タンカーによる輸送が行わ

れている。 

 PTT は石油製品の約 130,000KL／月間を海上輸送し、海上輸送用にチヤーターしてい

るタンカーは製品輸送 36隻、黒物が 11隻、その他バンカーリングタンカーなどを含めて

総計 87隻となっている。タイ内陸北・北西・北東部の中央部に対しては沿岸輸送で下記 3

ヶ所の Depotまで輸送し、内陸の 3ヶ所の Depotを経由して輸送を行っている。 

① BAngkok（バンコク国際港近く） 

② PrAkAnong（上記とほぼ近い場所） 

③ SAmut SAkorn（タイ国最大の漁港） 

  上記 2箇所への輸送起点は何れもマプタプットとシラチャである。 

 

 

 

DEMAND

PROD. IMPORT EXPORT THROUGHPUT PRODUCTION IMPORT SUPPLY CONSUMPTION EXPORT

2000 110,157 673,133 36,885 749,629 822,770 93,515 916,285 741,781 122,707 864,489

2001 113,760 712,400 38,189 756,013 842,636 75,722 918,358 727,146 138,653 865,800

2002 129,291 728,532 51,411 827,688 855,821 68,800 924,622 758,288 135,555 893,844

2003 158,985 775,870 66,799 846,091 906,018 68,884 974,902 804,224 126,489 930,714

2004 153,719 869,924 58,400 925,850 930,528 78,228 1,008,757 857,237 140,161 997,399

2005 183,377 827,701 65,580 909,197 916,713 78,961 995,675 860,396 137,029 997,426

2006 204,199 829,300 65,441 925,497 939,220 71,241 1,010,462 847,874 171,896 1,019,770

2007 213,408 804,242 52,045 920,759 944,775 54,124 998,899 845,859 169,540 1,015,399

2008 228,828 811,560 45,863 925,432 957,292 38,980 996,273 805,770 210,711 1,016,482

2009 237,941 803,361 41,066 936,633 1,016,306 44,587 1,060,894 828,472 240,405 1,068,878

2010 241,801 816,201 29,956 961,763 1,052,899 85,958 1,138,858 842,810 241,321 1,084,132

2011 224,127 794,226 33,321 935,908 1,103,234 95,173 1,198,407 927,163 222,204 1,149,368

2012 238,616 860,211 41,036 976,745 1,174,871 113,627 1,288,498 988,125 259,094 1,247,219

Crude Oil Balance Oil Products Oil Products
Year
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表 25 タイ国内石油製品輸送モード 

タイ国内石油製品輸送モード 占有率 

タンク車 5％ 

パイプライン 40％ 

船舶 55％ 

 出所：ThAioil MArine 

 

 

図 17 タンカーによる石油製品輸送ルート 

 

 

（b）エネルギー輸送向けタイ籍船舶の現状 

 タイ籍タンカーは平均船齢（外航タンカーを除く）26年を超え老朽化が進んでおり、2012

年海事局統計では規則発効の 2013年に船齢 25年以上（2012年現在で 20年以上）になる

5,000DWT未満のタンカー（白・黒含め）は約 148隻となる。 
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表 26 タンカー船齢・載貨重量別隻数内訳（2011） 

出所：タイ海事局 2011 

 

表 27 航行区域・船齢別タンカー隻数 

船齢 InternAtionAl 
NeAr 

CoAstAl 

InternAl 

WAter 

Limited 

SeA 

TotAl 

No. 

0-4 1 0 2 0 3

5-9 2 1 1 0 4

10-14 1 1 1 1 4

15-19 6 7 17 2 32

20-24 5 16 23 3 47

25-29 3 10 17 5 35

30-34 1 17 16 13 47

35-39 1 2 10 5 18

40- 0 2 8 8 18

No. of Ship 20 56 95 37 208

船齢（平均） 19.4 26.2 26.3 32.3 26.0

DWT（平均） 67,018 3,040 3,402 2,224 N/A

出所：タイ海事局 2012 

 

 

  

船齢 

載貨重量（DWT） 

隻数

< 999
1,000- 

1,999 

2,000- 

2,999

3,000- 

3,999

4,000- 

4,999

5,000- 

9,999

10,000- 

49,999 
>50,000

船
齢

 

0- 9 1 2 1 2 6 

10- 14 9 2 11 

15- 19 0 5 8 1 3 2 2 3 24 

20- 24 1 22 14 2 1 7 2 49 

25- 29 1 12 6 10 8 6 43 

30- 34 2 18 14 2 3 1 40 

35- 39 6 7 1 1 2 17 

40- 1 6 7 2 1 17 

総計 14 69 59 20 18 20 2 5 207
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 出所：タイ海事局 

図 20 タイ沿海タンカー航行区域 

 

 

3.4.2 エネルギー輸送（内航タンカー）近代化に向けた取組みの開始 

 2009年及び 2010年に実施したジェトロ調査「アジア地域における RoRo船国際海上輸

送需要とタイ国経済協力に関する調査」及び「東南アジアの海上輸送能力確保のための支

援策調査」の結果と提言を受けて、工業省とタイ造船・修繕工業会は、老朽化が進む内航

タンカーについて国内での代替建造を推進する計画を造船振興策として立案し、海事総局

に提案した。 

 海事総局は 2013年に IMOタンカー規制を国内法に適用することを決定し、現存の内航

タンカー、特に重質油を輸送する 600DWT以上のタンカーは 2013年よりダブルハル構造

が義務づけられる。荷主である石油会社、特に外国石油メジャーにおいては、国内輸送白

油タンカーに対してもダブルハル構造を輸送契約の条件に取り入れており、また、近隣諸

国への輸送サービス（国際航海）に従事することも必要となるケースがあることから、タ

イの内航タンカーをダブルハル構造の船舶に代替することが喫緊の課題となっている。 

 造船産業振興運営委員会（工業省所管）による内航タンカー国内建造政策と沿岸・河川

輸送の振興運営委員会（海事局所管）による内航タンカー近代化政策の推進を図るべく、

タイ海事総局は 2010年 12月に開催された MAritime Promotion Commission（海事産業

振興委員会）において、エネルギーの安定かつ安全な輸送を目的とした内航タンカー近代

化計画を提示し、実施検討の承認を得た。 

 2011年海事総局は内航タンカー近代化計画推進のための作業委員会（メンバー：海事局、

財務省、工業省、船主協会、造船工業会、ISMED、BOI、石油会社、ジェトロ）を設立し、

実施計画策定のための検討作業を開始し、MPCに答申するべく検討を進めている。 
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3.4.3 内航タンカー近代化計画の概要 

(1) 目標 

� MARPOL Convention の国内船への適用による安定かつ安全なエネルギー輸送

の近代化を図る 

� 造船産業及び関連産業振興を図る 

 

(2) プロジェクト実施計画 

� 第 1 期（10 隻）はパイロットプロジェクトと位置付け、タイ国による船舶調達

融資支援と日本政府・関係機関による技術協力によりタイ造船所による代替建造

とする。 

� 第 2期は第 1期のパイロットプロジェクトの結果を踏まえ、船舶調達融資及び技

術協力支援について別途検討する。 

 

(3) 期待される効果 

1) タイ国パイオニアプロジェクトとして政府融資支援と本邦（海事局・NK）による

タイ国内造船所による最適船型沿海航行タンカー建造 

2) タイ国全体への効果 

� タイ国沿岸海域でのエネルギー輸送能力の強化とビジネスの拡大 

� タイ国エネルギー輸送セキュリテイーの改善 

� 航行安全と海上汚染防止の改善 

� 中小海運会社・造船所への公的融資支援制度の確立 

3) 経済・産業への効果 

� 本邦技術支援によるタイ造船業の技術力と品質の向上 

� 舶用工業振興と国産化推進 

� 海運会社への 8年間法人税免除とプラス 5年間法人税 50％減免 

� 輸送費の改善と燃料消費の改善 

� タンカー10隻建造によるタイ造船所売り上げ 26億バーツ増加 

� 年間 36,650人の雇用創出 

� タイ造船産業は 2倍の成長が見込まれる。 
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図 21 近代化計画スキーム 

 

3.4.4 プロジェクト実現における重要な要素及び支援策の検討 

 内航タンカーの代替建造の推進に際しては、① 総じて海運会社の企業規模が小さく、

資金力に乏しいためにこれまで安価な中古船に依存してきた体質があることから、中小海

運事業者に対し、政府による新造船建造資金の調達支援を行うこと、また、②これまで日

本製の中古船を多く利用してきた内航船主のニーズへの対応とタイ国内造船所の技術力の

向上の観点から、建造造船所への技術支援を行うこと、③さらに、海事産業の総合的な発

展に向けて、海運事業者と造船会社との協力関係構築が重要とされた。 

 これを受け、以下の具体的支援策の検討が進んでいる。 

 

(1) タンカー建造資金の調達支援 

1) パイロットプロジェクトとしてタンカー10隻建造への長期・低利融資の供与 

� 融資金利補助 

� 長期融資 

� グレース期間付与 

� 法人税免除（BOI優遇免税：8年間） 

2) 本プロジェクトで建造されるタンカーへの適正なフレート（傭船料）供与 

 

(2) タイ造船所への日本政府及び NKによる技術支援 

1) 本 PJ実施計画策定・推進への支援 

2) 本 PJで建造される標準船型タンカー建造図面供与 
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� 最適標準船型選択支援 

� 最適標準船型設計検討、設計図面作成 

3) 建造費積算支援 

4) 建造契約書作成、締結支援 

5) 建造中日本人造船専門家による技術支援 

 

 

3.4.5 フェーズ 1建造船舶の仕様・搭載機器の検討 

 現在、タイ造船修繕工業会が中心となり、海事総局及びタイ船主協会との協議により、

フェーズ 1での標準船型として 3,000KL積みタンカーの設計仕様を決定し、これを踏まえ

て財務的内部収益率、船舶融資、金利助成条件を検討すると共に、設計仕様書に基づき搭

載機器（下表）並びに船価積算の検討を行っている。 

 現在タイで運航されているタンカーの大半は日本からの内航タンカー（中古船）で、運

航船社は日本内航タンカー仕様・機器の性能及び部品供給等のサービス体制を高く評価し、

その運航に慣れていることから日本製機器の搭載を強く希望している。一方、石油会社（荷

主）からは輸送費を抑えられるため採算性維持の為に建造コストを如何に抑えるかで船主

及び造船所は苦慮しているのが実情である。 

 タイ運輸省海事局の MARPOL条約の国内適用政策の下、船主は石油会社（荷主）の安

全性の高い新造ダブルハルタンカーの要請を受け、新造船投入により、長期安定輸送の確

保、運航効率の改善、投入隻数の減少、並びに海洋環境保全（省エネルギー・油流出防止・

排出ガス削減）ができることより、採算性の高い競合力のある船型の選択を期待している。 

－ 50 －



 

 
 

表 28 標準タンカー搭載機器リスト（案） 

PArt 項  目 

  DECK MACHINERY 

HULL WindlAss, Mooring winch 

HULL Hose HAndling CrAne 

HULL Provision CrAne 

HULL Steering GeAr 

  MOORING OUTFIT 

HULL Anchors 

HULL  Anchors ChAin 

  LIFE SAVING EQIPMENT 

HULL Free FAll LifeboAt with dAvit 

HULL DAvit for LifeboAt 

HULL Rescue boAt 

HULL Life rAft 

  FIRE FIGHING SYSTEM 

HULL CO2fire extinguishing system 

HULL Emergency fire pump 

HULL Fire Fighting System 

HULL Deck FoAm Fire Extinguisher 

  PIPING SYSTEM 

MAchinery BAllAst PumP, CentrifugAl type 

  REFRIGERATION PLANT 

HULL RefrigerAtion plAnt for Provision store 

  GALLEY EQUIPMENT 

HULL MAjor mArine type equipment 

HULL Disposer 

HULL Hot WAter CAlorifier 

HULL Sterilizer 

  PAINT & CORROSION PROTECTION 

HULL InorgAnic zinc primer 

HULL InorgAnic zinc primer 

HULL InorgAnic zinc primer 

HULL Other pAint 

HULL Other pAint 

HULL Other pAint 

HULL CAthodic protection 

  CARGO SYSTEM 

HULL CArgo Pump 
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PArt 項  目 

HULL Stripping  Pump 

HULL High Level AlArm 

HULL Oil Monitoring System 

HULL VAlve Control System 

HULL VentilAtion System 

  Other 

HULL CArgo oil-tight hAtch 

HULL WeAther-tight hAtch 

HULL AccommodAtion LAdder & etc. 

HULL Window & scuttles 

HULL Mooring Fittings 

HULL Life SAving equipment 

HULL LAundry Equipment 

HULL Steel Door 

    

  MACHINERY PART 

  PROPELLING MACHINERY 

MAchinery M/E, HFO@180cst, 200-350Rpm,2200PS 

MAchinery REMOTE CONTROL 

MAchinery REVERSING GEAR 

  PROPELLER & SEALING 

MAchinery Propeller  

MAchinery Stern tube seAl Assembly 

  Aux.engine 

MAchinery G/E  

MAchinery Emergency GE 

MAchinery HArbor GenerAtor  

  PUMP 

MAchinery Motor driven centrifugAl pump 

MAchinery Motor driven screw pump 

MAchinery Motor driven geAr pump 

  PURIFIER 

MAchinery Oil Purifier 

  AIR COMRESSOR & FAN 

MAchinery Air Compressor 

MAchinery Motor driven AxiAl ventilAting fAn 

  MiscellAneous 

MAchinery OverheAd crAne 
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PArt 項  目 

MAchinery Oily WAter Bilge SepArAtor 

MAchinery SewAge TreAtment System 

MAchinery IncinerAtor  

MAchinery Fixed LocAl WAter Fog firefighting system in E/R 

MAchinery Flow MAter 

MAchinery Control Air Dryer 

MAchinery StrAiner 

MAchinery VAlve 

MAchinery Electric HeAting Coil with heAter 

MAchinery Settling TAnk 

MAchinery Service TAnk 

    

  ELECTRIC PART 

  GENERATOR 

Electric （According to MAchinery PArt） 

  SWITCH BOARD 

Electric MAin switchboArd 

Electric Emergency switchboArd 

  TRANSFOMER & BATTERY 

Electric TrAnsformer 

Electric BAttery 

  POWER EQUIPMENT 

Electric Motor 

Electric Electric Wire cAble 

  FIRE DETECTING SYSTEM 

Electric Fire detecting system 

  

ELECTRIC INTERIOR COMMUNICATION 

EQUIPMENT 

Electric AutomAtic telephone  

Electric Public Addresser 

Electric Electric telegrAph 

Electric Rudder Angle indicAtor 

Electric ShAft revolution indicAtor 

Electric Monitor 

  ELECTRIC NAUTICAL EQUIPMENT 

Electric RAdAr 

Electric Gyro CompAss/Autopilot System 

Electric Echo Sounder 
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PArt 項  目 

Electric Speed Log 

Electric GlobAl positioning system（GPS） 

Electric AutomAtic IdentificAtion system（AIS） 

Electric Anemometer 

Electric LoAding Computer 

Electric INMARSAT 

Electric RADIO EQUIPMENT 

Electric RAdio equipment 

Electric INMARSAT-C RAdio 

Electric （required by GMDSS） 

Electric telephone equipment 

Electric VHF rAdio telephone 

Electric telephone 

Electric SAtellite EPIRB 

Electric RAdAr trAnsponder 

Electric FAcsimile receiver（NAvtex） 
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1. Hull Material 
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2. Propulsion System 
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3. Electric System 
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4. Navigation Communication & Alarm Equipment 
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